
１　個人住民税（市・県民税）特別徴収の完全実施について

３　税制改正に伴う寡婦（夫）控除の取扱いの変更について

４　給与支払報告書（個人別明細書）の提出枚数の変更について

◎給与支払報告書の提出期限
令和6年1月31日（水）

問い合わせ先

大村市 財政部 税務課 市民税グループ
電話番号　（代表）0957-53-4111

　　　　　　　（内線）116、117、122、123

35万円

子以外 27万円

市区町村に提出する給与支払報告書（個人別明細書）の枚数は、令和4年分から１枚に変更されておりますので、ご注意ください。

35万円

―

未婚のひとり親
扶養あり

子 ひとり親控除

扶養なし ― ―

扶養なし 寡婦控除 27万円

令和5年分 給与支払報告書の記載等について

離別
扶養あり

子 ひとり親控除 35万円

扶養の有無 該当する控除 控除額（所得税）

死別
扶養あり

子 ひとり親控除

寡婦控除

配偶関係

27万円

個人別明細書及び普通徴収（個人納付）への切替理由書が正しく記載されていない場合は、特別徴収になりますので、ご注意ください。

※寡婦控除又はひとり親控除の適用を受ける場合は、当該控除の適用を受けようとする者の合計所得金額が500万円以下である必要があります。

長崎県及び県内全市町では、個人住民税の特別徴収を推進しており、平成27年度から完全実施をしています。
このことに伴い、普通徴収には原則できません。ただし、特定の理由に該当し、どうしても特別徴収ができない場合は、「個人別明細

書への切替理由項目の記載」及び「普通徴収（個人納付）への切替理由書の提出」をすることにより、普通徴収にすることができます。

なお、普通徴収を希望する方の個人別明細書の「摘要欄」には、必ず切替理由（項目Ａ～Ｆ）を記載してください。

２　給与支払報告書に記載する指定番号について

税制改正に伴い、令和3年度から従来の寡婦（夫）控除の取扱いが次のとおり変更されておりますので、ご注意ください。

給与支払報告書の「整理番号」欄には、７桁又は８桁の特別徴収義務者指定番号を記載してください。

子以外 ― ―

扶養なし ―

子以外 寡婦控除
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内 円 円 円 内 円

 

円 人 内 人 人 人 内 人 人 人

内 円 円 円 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円 円 円

円 円

➊　令和6年1月1日時点の住所が大村市であるか確認してください（年度途中退職者は、退職時点の住所を確認してください。）。

➌　➌－2欄に合計所得が133万円以下の配偶者について、配偶者（特別）控除を受ける場合は、フリガナ、氏名及び個人番号
   を記載してください。
　 　➌－1欄に主たる給与において、年末調整を行っている場合で、控除対象配偶者（合計所得48万円以下）を有しているとき
　 は、有欄に○印を記載してください。年末調整を行っていない場合で、源泉控除対象配偶者（合計所得95万円以下）を有して
　 いるときは、有欄に○印を記載してください。
　　 従たる給与において、源泉控除対象配偶者（合計所得95万円以下）を有している場合は、従有欄に○印を記載してください。
     なお、控除対象配偶者（合計所得48万円以下）が70歳以上（S29.1.1以前生）の場合は、老人欄に○印を記載してください。
     ※住民税の非課税限度額を算定する際の扶養親族は、合計所得の上限が48万円となります。
        源泉控除対象配偶者のうち、合計所得が48万円を超える場合は、住民税上の扶養親族数には含まれません。

(役職名)

氏

　

名

（フリガナ）

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

（源泉）控除対象配偶者

　　の有無等

その他

住宅借入金等特別
控除区分（1回目）

旧個人年金
保険料の金額

（源泉・特別）

控除対象
配偶者

（フリガナ）
区

分 配偶者の
合計所得

控

 

除

 

対

 

象

 

扶

 

養

 

親

 

族

1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

社会保険料等の金額

住宅借入金等
年末残高（2回目）

5人目以降の控除対象
扶養親族の個人番号

区

分

➒　住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合は、「適用数」、「居住開始年月日」等を記載してください。
     年末調整で控除しきれない控除額がある場合は、「住宅借入金等特別控除可能額」を記載してください。
　   住宅借入金等特別控除適用数：控除の適用数を記載します。適用数が3以上のときは、摘要欄に住宅借入金等
                                              　　特別控除区分、居住開始年月日及び住宅借入金等年末残高を記載してください。

区

分

5人目以降の16歳未満
の扶養親族の個人番号

➑　生命保険料、個人年金保険料の新・旧区分ごとの支払金額及び介護医療保険料の支払金額を該当する欄に
　 記載してください。

旧長期損害
保険料の金額

所得金額
調整控除額

従人

居住開始年月日
（1回目） ➐　摘要欄

　 　中途就職者で、前職分を含めて年末調整を行った場合、合算した前職分の内容（事業所の名称、給与支払金額、
　 源泉徴収税額及び社会保険料の額。複数の事業所を合算する場合は事業所ごとの内容）を記載してください。

➍　➍-1欄には、所得に応じた配偶者（特別）控除の額を記載してください。
　　 ➍-2欄には、配偶者の合計所得（収入ではありません。）を記載してください。

➏　扶養親族のうち、16歳未満（H20.1.2以後生）の扶養親族の人数、フリガナ、氏名及び個人番号を記載してください。

➎　➎-1欄には、16歳以上（Ｈ20.1.1以前生）の扶養親族について、それぞれ該当する欄に人数を記載してください。
　　 ➎-2欄には、フリガナ、氏名及び個人番号を記載してください（配偶者を除く。)。
　　　  ・特定扶養親族　（19歳以上23歳未満：H13.1.2～H17.1.1生）
　　　  ・老人扶養親族　（70歳以上の親族：S29.1.1以前生）

個人番号

国民年金保険
料等の金額

基礎控除の額

氏名

住宅借入金等
年末残高（1回目）住宅借入金

等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等
特別控除適用数

新生命保険料
の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

居住開始年月日
（2回目）

住宅借入金等特別
控除区分（2回目）

6
※ 　　※　種　　別 ※　　　整　　　理　　　番　　　号 ※

（ 調  整  控  除  後 ）

老 人
特　　　定 老　　　人

（受給者番号）

➋　フリガナ及び個人番号は、必ず記載してください。

支　 払
を受け
る　 者

住

 

 

所

配偶者（特別）
控　除　の　額

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数
（ 配 偶 者 を 除 く。 ）

16歳未満
扶養親族

の数

障　害　者　の　数
（ 本 人 を 除 く。 ）

非居住者
である

親族の数

（個人番号）

支　　払　　金　　額 所得控除の額の合計額 源　泉　徴　収　税　額
給与所得控除後の金額

種　　　　　　　　別

特　　別 その他

氏名 氏名

区

分

個人番号 個人番号

4

（フリガナ）
区

分
4

氏名

乙

 

欄

本人が障害者 勤

労

学

生

個人番号

氏名 氏名

1

（フリガナ）

個人番号

（フリガナ）

2

（フリガナ）
区

分
2

（フリガナ）

個人番号個人番号

3

（フリガナ）

氏名 氏名

（電話）

住所（居所）
又は所在地

支

　

払

　

者

個人番号又は
法  人  番  号

氏名又は名称 ★　普通徴収対象者の場合は、該当者の給与支払報告書の摘要欄に必ず切替理由（項目Ａ～F）を記載してください。
　　 （詳細については、次ページを確認してください。）

⓭　生年月日は、個人を特定する際に必要な情報ですので、正確に記載してください。

➓　基礎控除の額は、「給与所得者の基礎控除申告書」から転記してください。ただし、基礎控除の額が48万円の場合には、
　 転記する必要はありません。

基礎控除の額合計所得金額の見積額

給与所得者の基礎控除申告書
記載方法

記載不要48万円 2,400万円以下

160,00016万円 2,450万円超　2,500万円以下

320,00032万円 2,400万円超　2,450万円以下

0なし 2,500万円超

⓫　所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を記載してください。

⓬　寡婦控除及びひとり親控除を判定する際は、1ページの3に掲載している表を参照してください。

従人

旧生命保険料
の金額

介護医療保
険料の金額

新個人年金
保険料の金額

生命保険料
の金額の

内訳

 （摘要）

有 従 有 従人

給
与
支
払
報
告
書

（
個
人
別
明
細
書

）

就職 退職 年 月 日

中　途　就　・　退　職

※区分

死

亡

退

職

災

害

者（
市
区
町
村
提
出
用

）

1

（フリガナ）

未

成

年

者

外

国

人

特

別

そ

の

他

個人番号

氏名

受　給　者　生　年　月　日

日月年元　号

（フリガナ）

寡

婦

ひ

と

り

親

区

分
3

個人番号

区

分

区

分

➊

➎➌

➑

➓

➐

➌ ➍

➍

➎

➏

➏

➒

⓫
－２

－１

－２

－１ －１

－２ －２

－１

⓭⓬

➋
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●普通徴収（個人納付）への切替理由書の記載について ＜普通徴収（個人納付）への切替理由書＞
（特別徴収関係綴　P8）

　普通徴収（個人納付）への

　切替理由書

次の記載例を参照し、　普－項目（A～F）　と記載してください。

※記載例

　切替理由（項目Ａ～Ｆ）ごとに人数を集計する。 ●　重要

１．　普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に必ず項目（Ａ～Ｆ）を

　　　記入してください。（例：普-Ａ）

２．　摘要欄に項目の記入がない場合は、特別徴収の取扱いとなります。

３．　この切替理由書を普通徴収者分個人別明細書の上に付けてご提出ください。

４．　eLTAXでご提出の場合はこの理由書に代えて、個人別明細書の摘要欄に

　　　略号（Ａ～Ｆ）を記入し、普通徴収の欄にチェックを入れてください。

➊　人数欄
　　 該当する右表の切替理由（項目Ａ～Ｆ）ごとに、それぞれ普通徴収とする従業員の人数を記載してください。

　　 ・2か所以上の事業所で勤務している従業員は、主な勤め先である事業所以外の事業所においては、項目Ｂに該当します。

➋　普通徴収（個人納付）対象者の合計人数
　　 普通徴収対象者の合計人数を記載し、提出する普通徴収対象者の給与支払報告書の枚数と一致するか確認してください。

＜普通徴収（個人納付）対象者の個人別明細書＞

　 普通徴収となる理由を右表の切替理由（項目Ａ～Ｆ）から選択し、個人別明細書の摘要欄に

　　 ・項目Ａの総受給者数は、大村市以外の市区町村にお住まいの方も含めます。給与の支払が2人を超える事業所の場合
　　　 （専従者・乙欄・退職者を除く。）は、項目Ａには該当しません。

Ｃ

Ｂ

Ａ

項目 切替理由（下記６項目以外の理由は不可）

　　 ・休職者（休職予定の者を含む。）や死亡者については、項目Ｆに該当します。

Ｆ

Ｅ

Ｄ

人数

　

普通徴収（個人納付）する方の合計人数 １０　人

５　人

２　人

人

１　人

２　人

人総受給者数（専従者・乙欄・退職者を除いた合計）が２人以下

給与が毎月支給されていない（不定期）

毎月の給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない

他から支給される給与から個人住民税が差引きされている（例：乙欄該当者）

退職者・退職予定者（３月末日まで）

専従者

  Ａ

  F

  E

  D

  C

  B

普－Ｆ

➊

➋

内 円 円 円 円

 （摘要）

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額社会保険料等の金額

➑

➐
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問い合わせ先

●給与支払報告書（総括表）記載上の注意点及び給与支払報告書の仕分け方

＜給与支払報告書の仕分け方＞

＜給与支払報告書（総括表）記載上の注意点＞

➏ 大村市提出分の中に、前職分の給与を合算して年末調整した報告人員がいる

場合は「ある」に〇印を、いない場合は「合算しているものはない」に〇印を記載

してください。

また、合算した場合は、必ず該当者の給与支払報告書（個人別明細書）の摘

要欄に合算した事業所の名称、給与支払金額、源泉徴収税額及び社会保険料

の額を記載してください。

上 ①給与支払報告書（総括表）

②仕切り紙（特別徴収者用）

※特別徴収関係綴　P7

③給与支払報告書（特別徴収者分の個人別明細書）

※特別徴収関係綴　P8

⑤給与支払報告書（普通徴収者分の個人別明細書）

下

＜給与支払報告書の仕分け方＞

④仕切り紙（普通徴収(個人納付)への切替理由書）

ピンク

青

➊ 7桁又は8桁の特別徴収義務者指定番号を記載してください。

➌ 普通徴収対象者の人数を項目ごとに記載してください。

※普通徴収の場合は、切替理由書に正しく記載しているか確認してください。

➋ 特別徴収対象者の人数を記載してください。

パート、アルバイト及び乙欄該当者で特別徴収を希望する場合も、特別徴収

の人数に含めてください。ただし、乙欄該当者については、給与支払報告書（個

人別明細書）の摘要欄に朱書きで「特別徴収希望」と記載してください。

➎ 報告書の内容について、問い合わせをする際に必要となります

ので、詳しく記載してください。

❹ 大村市報告分の合計です。この数と給与支払報告書（個人別明細書）の数が

同じになります。

　　　　　年度　（　　　　年分）　　　給与支払報告書　（総括表）

大村市長宛

　　　　年　　月　　日　提出

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

◎今回提出分のう ち、前職・他社分等の給与を合算して年末調整している方の報告書がありますか。（どちらか囲んでください）

必要　・　不要

税務署

連絡者の氏名、

所属課、係名

及び電話番号

　　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　　　　　係

　氏　名

　　　　　（　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関与税理士等の氏名

及び電話番号

　氏　名

　　　　　（　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　）
納入書の送付

給与の支払方法

及びその期日

　　　　ある　　　　　　（該当者の摘要欄に前職分を必ず記載してください）　　　　　・　　　　　合算しているものはない

指　定　番　号

人

人

人

人

人

普通徴収対象者

（ 退 職 者 ）

給与の支払期間 　　　　年　　月分から　　月分まで
事　業　種　目

給与支払者の

個人番号又は法人番号

（総括表に個人別明細書2枚を

添えて提出してください。）

普通徴収対象者

（退職者を除く）
同上の所在地

　〒　　　-

報告人員の合計
給与支払者が

法人である場合

の代表者の氏名

所　　　　轄

税　務　署　名

受　　給　　者

総　　人　　員

給与支払者の

氏名又は名称

報

告

人

員

特別徴収対象者

所得税の源泉徴収

をしている事務所

又は事業の名称

記入
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